令和３年度中央会支援事業メニュー
組合等募集　第１回募集期間４月１日～６月３０日頃
本会は今年度の支援活動のテーマを『変化に挑戦！多様な連携による組織基盤の強化と経営力向上の推進』～生産性の向上と高付加価値化による成長発展～として、組合等連携組織の設立はもとより既存組合の活性化支援、経営力強化のための経営革新や販路開拓を推進する他、事業承継の円滑化やＢＣＰ策定などを積極的に支援します。
次の支援事業を希望される中小企業組合や組合員、グループ等を募集します。第１回募集期間は、４月１日から６月３０日まで。申込及び詳細は本部又は米子支所までお問い合わせ下さい。
Ⅰ．組合等の『諸問題解決』や『新たな取組み』をしていきたいときは…
①【連携組織活性化サポート事業】

内　　容　　　組合等連携組織が直面する法律、労務、財務等の緊急問題の解決や組合の活性化に資する取り組みの他、多様な連携グループが行う新たな活動に対して支援対象のニーズに合った支援を総合的に実施します。

支援のイメージとしては、

《講習会・研修会の開催支援としては…》

・新たな施策に対応した研修会の開催

《働き方改革等経営力強化支援としては…》

・組合運営等に係る働き方改革等課題解決のための専門家派遣（弁護士、税理士、弁理士、社会保険労務士、中小企業診断士等）

《先進地視察・交流会の支援としては…》

・先進組合事例研究のための県外先進地視察及び交流会の開催

《組合ビジョン策定の支援としては…》

・外部環境の変化や世代交代に対応した組合の新展開を図るための組合ビジョンの作成
《組合の事業運営等の計画づくりの支援としては…》

・組織や既存事業の抱える課題を整理して改善提案までを診断
《新商品・新サービスの開発支援としては…》

・組合、グループ等が行う新商品・新サービスを開発するための各種取組み

対象経費　　　謝金、旅費、原材料費、借料・損料、通訳翻訳料、通信運搬費、消耗品費等

自己負担割合　総事業費の２分の１
支援上限額　　１２０，０００円
※新型コロナウイルス克服にむけた組合活性化の取組みについては、自己負担割合　総事業費の１０分の１０、支援上限額１２０，０００円とします。
②【鳥取県産業成長応援事業】

内　　容　　　新たな取り組みや生産性向上（働き方改革）の取り組みに関する事業計画を作成し、事業計画の実施により付加価値額の増加や経営力向上に資する取組み等により活路を見出す中小企業・小規模事業者に対し支援します。
支援対象　　　中小企業者・小規模事業者

対象事業　　　①商品開発・販路開拓等、②設備投資

※補助率、補助金額は鳥取県の補助金交付要領によります。
※県の予算状況により変更となる可能性があります。
Ⅱ．組合員の『人材確保』のための取組みをしたい…

①【人材確保ＰＲ支援事業】

内　　容　　　多くの業種で人材確保が重要課題となっているなかで、業界のイメージアップを図るためのＰＲ映像を制作し、人材確保をしようとする組合に対し支援を行います。

対象経費　　　検討委員会開催費用（謝金、会場借料、印刷費、消耗品費等）、ＰＲ映像制作費
自己負担割合　ＰＲ映像制作費の３分の１
支援上限額　　５００，０００円
募集件数　　　２組合
Ⅲ．『事業承継』の円滑化を図りたい…

①【事業承継円滑化支援事業】

内　　容　　　専門家の助言を得ながら、ワークショップ形式で取引先との関係や経営に係る様々なノウハウ等経営資源を見える化し、事業を円滑に承継していくための支援を行います。
Ⅳ．リスクの発生に対応する『事業継続計画』を作成したい…

①【組合ＢＣＰ作成支援事業】

内　　容　　　震災や豪雨、新型コロナウイルス感染症などのリスクへの対応として事業継続計画（ＢＣＰ）の作成をしようとする組合及び組合員に対し支援を行います。
支援上限額　　５００，０００円
募集件数　　　１組合　　　　　　　

Ⅴ．県外の商談会等に参加して『販路開拓』を図りたい…

①【販路開拓研修会事業】

内　　容　　　ビジネスマッチング効果を高めるため、販促企画提案書などの研修を行います。

②【商談会等参加支援事業】

内　　容　　　大消費地（東京、横浜、大阪、神戸等）で開催される当会の指定する商談会等に出展し、販路開拓を行おうとする組合等に対し支援を行います。
支援上限額　　５００，０００円（①研修会及び②商談会参加がセットになります。）
募集件数　　　２連携組織
Ⅵ．専門家を活用し新型コロナ克服経営強化を図りたい…

　　内　　容　　　中小企業診断士等の専門家より経営革新や新業態への転換などの助言をうけ、アフターコロナにおける新たなビジネスモデルの構築を図っていくための支援を行ないます。

支援上限額　　２８０，０００円（専門家謝金及び旅費、消耗品等）

募集件数　　　２連携組織
Ⅶ．デジタル化による経営強化を図りたい…

　　内　　容　　　専門家によりデジタル化対応策やITの活用策について示唆並びに助言を受け、デジタルトランスフォーメーション（DX）による事業の効率化、事業活動の向上を図っていくための支援を行ないます。

支援上限額　　１５０，０００円（①セミナー参加がセットになります。）

募集件数　　　２連携組織
Ⅸ．組合等『設立・新規創業』による初期の事業展開を後押し…
①【設立組合等事務局体制整備事業補助金】

内　　容　　　創業・開業１年以内の事業協同組合、企業組合、ＬＬＰ（有限責任事業組合）の初期の事業展開活動（①賃借料や設備等の初期投資、②販路開拓等に係るパンフレットの作成、③展示会への出展費用等）を支援します。

対象経費　　　パンフレット作成費等

補助上限額　　１５０，０００円

自己負担割合　総事業費の２分の１

募集件数　　　２連携組織
Ⅹ．『小企業者の経営力』をさらに強化していきたいときには…
①【小企業者組織化特別講習会】

内　　容　　　小企業者組合における組織活動の円滑化を図るために開催するセミナーを支援します。

対象経費　　　謝金、旅費、借料・損料、資料費、通信運搬費等

　　　　　　　　※詳細は本会にお問い合わせ下さい。
②【取引力強化推進事業】
　内　　容　　　中小企業・小規模事業者が連携して、共同事業の活性化や受注促進等取引力の強化促
　　　　　　　　進を図るために行う取り組みに対して支援します。
　対象経費　　　組合事業や組合員企業の紹介等を行う組合ホームページやチラシ等の作成費
　　　　　　　　組合ブランド商品のホームページやチラシ等の作成費等
　　　　　　　※詳細は本会にお問合せください。

※総事業費とは、対象となる事業


に要する経費をいいます。








